
1. はじめに

ナレッジ・マネジメントの促進要因の 1つに

人間関係の重要性が挙げられている (e.g.,

Nonaka and Takeuchi, 1995；von Krough et

al., 2000)｡ 日本企業における人間関係に関し

ては, バブル崩壊以降の終身雇用や年功序列制

度などの日本的経営の解体に伴い労働市場が流

動化することで, 社内の人間関係の希薄化が

懸念されるようになり, その揺り戻しとして社

内の人間関係の強化に関心が集まりつつある

(e.g., 原, 2009；高橋克徳他, 2008)｡ しかし,

バブルの崩壊の際には日本的経営の強固な人間

関係がもたらした組織の硬直化が企業の変化を

妨げた 1つの要因とされた (e.g, 中谷, 1993；

吉田, 1995)｡ そのため企業における強固な人

間関係は状況によってプラスにもマイナスにも

働く可能性があり, 安易に人間関係の強化に取

り組むことは, 過去と同じ失敗を犯す可能性を

はらんでいる｡

人間関係に焦点を当てた概念の 1つに人間関

係の信頼, 規範, ネットワークに注目したソー

シャル・キャピタルの概念がある｡ このソーシャ

ル・キャピタルの概念は関係を強化する結束型

と関係を拡大する橋渡し型に分けられ, どちら

が有効であるかは状況によって異なるとされて

いることから (Putnam, 2000), 人間関係の

強弱とその影響との関係を検討するには有益な

概念と考えられる｡

一方, ナレッジ・マネジメントに関しては,

代表的な理論である SECI モデルにおいて,

知識創造のプロセスを ｢共同化｣ ｢表出化｣ ｢連

結化｣ ｢内面化｣ に分けて説明しているが

(Nonaka and Takeuchi, 1995), これらのプ

ロセスは人間関係と密接に関わっていることか

ら, 知識創造を活性化させるためには相互信頼

や援助が不可欠だとされている (von Krough

et al., 2000)｡ 向日 (2008, 2009) は, 知識創

造のプロセスによって必要とされるソーシャル・

キャピタルが異なるとの仮説を立て, 企業内外

の人間関係や, 対面と電子コミュニケーション

が知識創造の各プロセスに与える影響について

検証し, その結果, 結束型または橋渡し型のソー

シャル・キャピタルがもたらす効果はプロセス

によって異なることを明らかにした｡ しかしこ

の研究では, ソーシャル・キャピタルを社内と

社外といった特定の側面でのみ測定しており,

ソーシャル・キャピタルの影響を説明するには

不十分である｡ また, 企業におけるソーシャル・

キャピタルは, 組織の特性と密接に関係してお

り (Choen and Prusak, 2001), 企業におい

てソーシャル・キャピタルをコントロールする

ことを通して知識創造を活性化させるためには,

ソーシャル・キャピタルに関連する組織の特性

ソーシャル・キャピタルに関する組織特性が知識創造プロセスに与える影響
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が知識創造に与える影響を明らかにする必要が

ある｡

そこで本稿では, 組織の一体感, 自由な雰囲

気等, ソーシャル・キャピタルに関連する組織

特性が知識創造の各プロセスに与える影響を明

らかにすることを目的とする｡ そして, アンケー

ト調査で得られたデータを分析し, 加えてイン

タビューにより分析結果を検証し, 結束型と橋

渡し型のソーシャル・キャピタルが知識創造に

与える影響について考察する｡

2. 研究背景と研究仮説

2.1 知識創造とソーシャル・キャピタル

� 知識創造

Nonaka and Takeuchi (1995) は知識創造

理論において, 知識を言語化されない ｢暗黙知｣

と言語化された ｢形式知｣ に分けて知識創造の

プロセスを説明した｡ 具体的には経験を共有す

ることを通して個人から個人へ暗黙知を移転す

る ｢共同化｣, 暗黙知を言語化することで個人

から集団へ知識を移転する ｢表出化｣, 多数の

形式知を統合して新たな形式知を作る ｢連結化｣,

形式知を実行に移すことで新たな暗黙知を個人

の内側に蓄積する ｢内面化｣ から説明している｡

主に共同化は個人から個人, 表出化は個人から

集団, 連結化は集団から個人へ知識移転がなさ

れ, また内面化は集団の中にいる個人の内面で

知識が変換されており, これらのプロセスは常

に人間関係の中で実行されている (向日, 2008；

野中・紺野, 2003)｡

� ソーシャル・キャピタル

ソーシャル・キャピタルとは簡単にいえば人

間関係における信頼, 規範, ネットワークであ

る (稲葉, 2007)｡ このソーシャル・キャピタ

ルは親密で同質性の高い関係からなる結束型の

ソーシャル・キャピタルと, 親密度が低いが多

様な関係からなる橋渡し型のソーシャル・キャ

ピタルに二分される (Putnam , 2000) ｡

Granovetter (1973) は, ともに過ごす時間量,

情緒的な強度, 親密さ, 助け合いの程度から構

成される紐帯の概念について論じ, 強い紐帯は

同質性の高い閉鎖的なネットワークを形成する

のに対し, 弱い紐帯は多様性の高い開放的なネッ

トワークを形成し, 多様な情報収集に有効であ

ると論じている｡ この強い紐帯は結束型のソー

シャル・キャピタル, 弱い紐帯は橋渡し型に近

い概念と考えられている (稲葉, 2007)｡

� ソーシャル・キャピタルと知識創造

知識創造は人間関係の中で行われることから

ソーシャル・キャピタルと密接な関係があると

考えられる｡ 知識創造やナレッジ・マネジメン

トの議論においては信頼の重要性は議論される

ものの (e.g., Davenport and Prusak, 1998；

von Krough et al., 2000), どのような状況に

おいてどのような関係が有効であるかは具体的

には議論されてこなかった｡ 向日 (2008,

2009) は, 知識創造のプロセスによって必要と

されるソーシャル・キャピタルが異なるとの仮

説を立て, 企業内外の人間関係や, 対面と電子

コミュニケーションが知識創造の各プロセスに

与える影響についてアンケート調査を通して検

証した｡ その結果, 共同化には結束型の側面が

強い社内の人間関係のみが強い正の影響を与え

ているのに対し, 表出化, 連結化, 内面化には

社内の関係とともに, 橋渡し型の側面が強い社

外の関係も正の影響を与えていることが明らか

にされ, 共同化には結束型が, 表出化, 連結化,

内面化には結束型と橋渡し型多双方が有効であ

ることが示唆された｡ ただ, この研究はソーシャ

ル・キャピタルにおける人間関係の範囲の側面

を中心に扱っており, 信頼, 親密さ, 助け合い

の程度等の側面の影響については十分に検討で

きていない｡

また企業におけるソーシャル・キャピタルは

組織の取り組みによっても大きく左右されると

考えられる｡ そのため, 企業において知識創造

を活性化させるためには, ソーシャル・キャピ

タルに関連した組織特性が知識創造に与える影

響を明らかにし, その結果に基づき知識創造を

活性化させる組織作りに取り組む必要がある｡

具体的には, 信頼関係, 人間関係の親密さ, 助
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け合いの程度等に関する組織特性が知識創造の

各プロセスに与える影響が明らかにされ, 組織

が知識創造のために行うべき施策が明らかにさ

れることが期待される｡

2.2 研究仮説

� 一体感

知識共有や創造の促進要因の議論において,

信頼感, 相互援助, 意図やビジョンの共有など

が行き渡った環境, 言い換えれば一体感の下で

知識の移転が容易になるとの意見が多くみら

れる｡ (e.g., Davenport and Prusak, 1998；

Nonaka and Takeuchi, 1995；von Krough et

al., 2000)｡ そのため個人が属する組織がこの

ような特性を有することが, 知識創造に重要と

考えられる｡ このような一体感がもたらす人間

関係は結束型のソーシャル・キャピタルの側面

が強いと思われる｡ 先行研究では, 結束型のソー

シャル・キャピタルの側面の強い社内の関係は,

知識創造の共同化, 表出化, 連結化, 内面化す

べてのプロセスに正の影響を与えるが, 特に個

人から個人への暗黙知の移転である共同化によ

り強い正の影響を与えていることが明らかにさ

れ, 言葉にしづらい暗黙知の移転には同質性や

接触頻度が高いと思われる社内の関係が有効で

あると考えられた (向日, 2009)｡ この結果を

踏まえるならば, 一体感の強い特性を持った同

質性の高い組織では各プロセスが活性化してい

るが, 特に共同化においてその傾向が顕著であ

る可能性がある｡ そのため以下の仮説が提案さ

れる｡

仮説 1：一体感は知識創造全体を活性化させる

が, 特に共同化に強い影響を与える｡

� 自由な雰囲気

Nonaka and Takeuchi (1995) は, 社員の

自由な行動を認めることを通し, 社員が思いが

けない機会を取り込むチャンスを得, また新し

い知識を創造するために自分を動機づけるよう

になると述べ, 知識創造において自律性が重要

であると主張している｡ また日本や韓国の企業

における調査研究では, 自律性や非集権化が知

識創造を促進することが示されている (堀江他,

2008；Lee and Choi, 2003)｡ そのような社員

に権限を委譲した自由な雰囲気は, 多様な意見,

行動, 関係を受け入れる環境を組織にもたらす

ことから, 橋渡し型の関係を奨励する組織特性

と考えられる｡ 先行研究では, 橋渡し型の側面

の強い社外の関係が, 積極的な発言といった表

出化の促進, 表出された多様な知識を獲得する

ことによる連結化の促進, 多様性を受け入れる

組織の中で多様な行動が促されることによる内

面化の促進に正の影響を与えていることが明ら

かにされている (向日, 2009)｡ これらの結果

は社外との多様な関係がもたらした影響である

が, 自由な雰囲気がもたらす多様な関係もまた,

多様な意見の表出, 表出された多様な意見の連

結, そして多様な行動の実行による内面化を促

進する可能性が想定される｡ そのため, 以下の

仮説が提案される｡

仮説 2：組織の自由な雰囲気は, 表出化, 連結

化, 内面化を活性化させる｡

� 外部変化への対応

新たな製品やサービスの開発のための知識創

造には, 刻々と変化する市場やライバル社の動

向に対応する必要があり, そのためには外部と

の接点が不可欠となる｡ このような外部との接

点は橋渡し型のソーシャル・キャピタルの側面

が強いと思われるが, 先行研究では社外との関

係が, 表出化, 連結化, 内面化を促進していた

(向日, 2009)｡ 外部への変化に敏感で外部との

ネットワークを通して多様な情報が流れ込む組

織においては, 外部のニーズに応えるために多

様な知識が表出され, 外部から得た知識や社内

で表出された知識など多様な知識獲得を通して

連結化が促進すると思われる｡ さらには多様性

を受け入れる組織の中で多様な行動が促されて

内面化が促進する可能性がある｡ そのため, 以

下の仮説が提案される｡

仮説 3：外部変化への対応は, 表出化, 連結化,

ソーシャル・キャピタルに関する組織特性が知識創造プロセスに与える影響
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内面化を活性化させる｡

� 内部競争

近年, 日本の企業に成果主義が導入されるケー

スがみられるが, 成果主義がもたらす社内での

過当な競争により, 社員の内発的動機が弱まる

(高橋伸夫, 2004), 社員間の協力が生まれにく

くなってきている (高橋克徳他, 2008), といっ

た弊害が指摘されている｡ ナレッジ・マネジメ

ントの文脈においても, 社員間の過当な競争は,

社員の間に損得勘定に基づいた合理的な知識の

取引関係をもたらし, 自発的な知識交換が生

まれにくくなるとの意見がみられる (von

Krough et al., 2000)｡ このような内部の過当

な競争の下で形成される人間関係は, 合理的で

非情緒的な橋渡し型の側面が強いと考えられる｡

先行研究 (向日, 2009) では社外との橋渡し型

の関係が表出化, 連結化, 内面化を促進すると

の結果がみられたが, 内部競争が激しい職場に

おける関係は, 同じ橋渡し型であっても非協力

や知識の隠蔽が生じる恐れがあり, 知識創造が

抑制されると考えられる｡ このことは, 同じ橋

渡し型の関係であっても, その種類によっても

らされる結果が異なる可能性があることを意味

する｡ 以上からつぎの仮説が提案される｡

仮説 4：内部競争は知識創造全体を抑制する｡

� ワーク・ライフ・バランス

近年, 従業員の私生活の充実を掲げたワーク・

ライフ・バランスが注目されるようになってい

る｡ ワーク・ライフ・バランスに関しては, 仕

事の充実と私生活の充実は相反するとの意見が

ある一方で, 仕事の充実が家庭に, また家庭の

充実が仕事にポジティブな影響を与えるとの意

見がみられる (Rothbard and Dumas, 2006)｡

たとえば Lambert (2000) の調査によれば,

企業のワーク・ライフ・バランスの取り組みを

評価している従業員ほど, 職場においての自発

的な援助行動である組織市民行動 (具体的には

意見の提案や社員間の援助など) に関わること

が明らかにされている｡ またワーク・ライフ・

バランスが, 従業員の人材確保, コミットメン

ト, モチベーション等にプラスの影響をもたら

すことが報告されているとともに (佐藤・武石,

2008), 従業員の組織へのコミットメントの向

上が組織市民行動を促進するとの指摘がみられ

る (Organ et. al., 2006)｡ このことからワー

ク・ライフ・バランスが人間関係を強化する結

束型の関係の組織風土をもたらすことを通して,

相互援助による知識共有を促進する可能性があ

る｡ 一方で, ワーク・ライフ・バランスの取り

組みは, 女性等の多様な人材の活用に有効であ

るとされ (e.g., 谷口, 2005), 組織に多様性

を許容する橋渡し型の関係をもたらす側面もあ

ると考えられる｡ そのため, ワーク・ライフ・

バランスが充実している組織では, 高いコミッ

トメントの下での社員間の関係の強化による暗

黙知の移転, 多様な関係や風土がもたらす知識

の表出, 表出された多様な知識の連結の促進,

多様性を許容する関係の下での積極的な行動に

よる暗黙知の内面への蓄積の促進など, 知識創

造全体が活性化することが予想される｡

仮説 5：ワーク・ライフ・バランスは知識創造

全体を活性化させる｡

3. 分析方法

3.1 調査方法

上記の仮説を検証するために, アンケート調

査を通して得られたデータを分析する｡ データ

は先行研究 (向日, 2008) で用いたものを用い

る｡ アンケート調査はネットリサーチ業者に依

頼し, 調査はweb 上で 2008 年 4 月に 2 段階で

実施した｡ 第 1回目の調査は, 登録モニターの

うち企業正社員として登録しているモニター 5

万人に依頼した｡ 調査では勤務先の事業形態,

雇用形態, 仕事内容, 従業員数についてたずね,

2 万人から回答があった｡ その中から, 従業員

数 10 人以上の株式会社の正社員であり, かつ

高度な知識が必要と思われる職務に就いている

モニター 3,500 人を抽出した｡ 職務内容は

Davenport (2005) のナレッジワーカーの概念
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を参考にし, 具体的には ｢仕事では自分で判断

する機会が多い｣ ｢多くの知識や情報が必要と

される｣ ｢創造性が必要とされる｣ ｢ルーティン

ワーク (日々, 決まって行う業務) が少ない｣

の 4 つの選択肢から, 3 つ以上選んだ回答者を

対象とした｡

上記の対象者に対し第 2回目の本調査を実施

し, 最終的に回答があった 1,700 人分のデータ

を分析に用いる｡ 回答者の内訳を表 1に示すが,

属性においては男性, 30 代, 40 代が多く, 回

答者が働く企業の業種は, 製造業や, ソフトウェ

ア・情報処理業, 職種は, 研究・開発・技術職

が多くなっている｡

3.2 尺度

分析には, 組織特性と知識創造プロセスに関

する質問を用いる (表 2)｡ 各質問の選択肢は

｢そう思う｣ から ｢そう思わない｣ の 5 段階で

あり, それらを 5点から 1点で得点化する｡ 組

織特性の質問は, 上記の仮説に関係し, ｢一体

感｣ ｢自由な雰囲気｣ ｢外部変化への対応｣ ｢内

部競争｣ ｢ワーク・ライフ・バランス｣ に関す

る項目を準備した｡ これらの組織特性に関する

項目から尺度を作成するために, 因子分析 (最

尤法, バリマックス回転) を行ない, 得られた

因子に従い尺度を構成した場合の信頼性をクロ

ンバックのα係数で検証した｡ 因子分析の結果

(表 3), 想定通り ｢一体感｣ ｢自由な雰囲気｣

｢外部変化への対応｣ ｢内部競争｣ ｢ワーク・ラ

イフ・バランス｣ の因子が抽出された｡ 各因子

を尺度とした場合の信頼性は ｢内部競争｣ でα

係数がやや小さいが, その他の尺度ではα係数

は大きい (表 2)｡ この結果から各因子ごとに,

因子に含まれる項目を用いて尺度を作成するが

(表 2), ｢内部競争｣ の尺度に関しては解釈の

際に注意が必要である｡
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表 1 回答者の内訳

業種 人数 ％ 職種 人数 ％
製造業 (企業向け) 512 30.1 営業・販売 282 16.6
製造業 (消費者向け) 245 14.4 研究・開発・技術 787 46.3
卸売業 (企業向け) 44 2.6 総務・人事 71 4.2
卸売業 (消費者向け) 16 0.9 財務・経理 40 2.4
卸売業 (総合商社・各所商品) 37 2.2 企画・マーケティング 72 4.2
小売業 57 3.4 広告・広告・デザイン 18 1.1
ソフトウェア・情報処理業 303 17.8 事務職 113 6.6
サービス業 (企業向け) 166 9.8 管理職 224 13.2
サービス業 (消費者向け) 135 7.9 会社経営・役員 30 1.8
その他 185 10.9 その他 63 3.7
従業員数 勤続年数
10～49 人 219 12.9 1 ヶ月未満 9 0.5
50～99 人 141 8.3 1 ヶ月～3ヶ月未満 7 0.4
100～299 人 251 14.8 3 ヶ月～半年未満 16 0.9
300～999 人 295 17.4 半年～1年未満 32 1.9
1,000～4,999 人 361 21.2 1 年～2年未満 83 4.9
5,000～9,999 人 161 9.5 2 年～3年未満 78 4.6
1 万人以上 272 16.0 3 年～5年未満 150 8.8
年齢 5 年以上 1325 77.9
20 代 122 7.2 性別
30 代 711 41.8 男性 1544 90.8
40 代 681 40.1 女性 156 9.2
50 代 174 10.2
60 代 12 0.7 合計 1700 100.0



目的変数となる知識創造の尺度には, SECI

モデル (Nonaka and Takeuchi, 1995) に従

い, ｢共同化｣ ｢表出化｣ ｢連結化｣ ｢内面化｣ に

関する項目を準備した｡ これらの尺度は個別に

説明変数に用いるため, α係数で尺度の信頼性

を確認するにとどめる (表 2)｡

3.3 分析方法

以上の尺度を用い, 組織特性の各尺度を説明

変数, 知識創造の各尺度を目的変数とし, 重回

帰分析によって分析する｡

本研究はソーシャル・キャピタルを社内外の

関係や対面・電子コミュニケーションで測定し

た先行研究 (向日, 2009) を検証する意味もあ
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表 2 尺度と質問項目

一体感 (α＝0.869)
①お互いに助け合う雰囲気である
②社員が信頼しあっている
③会社の理念や目的がいきわたっている
④職場の和を重んじている
自由な雰囲気 (α＝0.869)
①自由な雰囲気である
②新しいものに挑戦できる雰囲気である
③自分の意見を表明しやすい雰囲気である
外部変化への対応 (α＝0.787)
①外部の情報に敏感である
②変化に対応しようとしている
内部競争 (α＝0.621)
①社員間の競争が激しい
②給料は成果主義の側面が強い
ワーク・ライフ・バランス (α＝0.752)
①家庭のことが理由で休みをとりやすい雰囲
気がある
②社員の私生活の充実に配慮している

共同化 (α＝0.675)
①他の人と一緒に仕事をすることで, その人
の姿から学ぶことが多い
②職場には仕事のお手本になる人が多い
表出化 (α＝0.624)
①自分が持っている知識や情報を言葉で表現
することが多い
②自分が持っている知識や情報を文章で表現
することが多い

連結化 (α＝0.888)
①多くの知識や情報から, 具体的なアイデア
を得ることが多い
②多くの知識や情報から, 仕事の問題解決策
を得ることが多い
③多くの知識や情報を統合して, 新たな知識
や情報を作り出すことが多い

内面化 (α＝0.796)
①得られたアイデアを行動に移すことが多い
②行動することを通して学ぶことが多い

表 3 因子分析の結果

因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 因子 5
一体感① 0.749 0.369 0.140 0.182 0.018
一体感② 0.803 0.308 0.213 0.176 0.080
一体感③ 0.517 0.170 0.266 0.369 0.293
一体感④ 0.578 0.232 0.226 0.349 0.029
自由な雰囲気① 0.247 0.708 0.249 0.133 －0.029
自由な雰囲気② 0.291 0.703 0.208 0.262 0.164
自由な雰囲気③ 0.354 0.727 0.226 0.214 0.068
ワーク・ライフ・バランス① 0.145 0.286 0.596 0.095 －0.010
ワーク・ライフ・バランス② 0.269 0.193 0.832 0.158 0.172
外部変化への対応① 0.298 0.214 0.126 0.560 0.274
外部変化への対応② 0.281 0.265 0.148 0.770 0.212
内部競争① 0.035 －0.035 －0.012 0.088 0.752
内部競争② 0.056 0.100 0.106 0.154 0.593

※最尤法, バリマックス回転
※値は回転後の因子行列, 網かけは最も値の大きいもの



り, また同様のデータを用いることから, 先行

研究と同様のコントロール変数を投入する｡ 具

体的には業種, 職種, 従業員数, 勤続年数と一

般的信頼の変数を投入する｡

業種と職種は先行研究でのクラスター分析に

よる分類に従う (向日, 2009)｡ 業種は, 製造

業 (企業向け), 製造業 (消費者向け), ソフト・

情報処理業であれば 1, それ以外であれば 0と

するダミー変数を設定し, これを ｢製造・情報｣

の尺度とした｡ また職種は研究・開発・技術,

事務, 財務・経理であれば 1, それ以外であれ

ば0とするダミー変数を設定し, これを ｢研究・

開発・経理・事務｣ の尺度とした｡

従業員数と勤続年数の質問は, 表 1に示した

カテゴリが選択肢となっていることから順序尺

度であるが, 簡略化するため選択肢の番号を得

点化して間隔尺度として扱う｡ ただし勤続年数

は 5年以上のカテゴリに 8割近くが集まってい

るため, 勤続年数に関する結果は参考にとどめ

る｡

さらに, コントロール変数として一般的信頼

を加える｡ 山岸 (1998) は一般的他者を信頼す

る傾向である一般的信頼の高い人が相手を見極

めて積極的に新たな関係を築くことを示してお

り, 一般的信頼は信頼形成における重要な個人

特性である｡ このような個人特性の影響を組織

特性の影響から切り離すために, 一般的信頼を

もコントロール変数として取り込む｡

4. 分析結果

表 4に重回帰分析の結果を示す｡ コントロー

ル変数の影響に関しては, 業種, 職種, 従業員

数, 勤続年数の影響は小さいものの, 一般的信

頼の影響は強くなっている｡

4.1 一体感

一体感は, 共同化, 表出化に正の影響を与え

ているが, 特に共同化への影響が非常に強くなっ

ている｡ このことから ｢仮説 1：一体感は知識

創造全体を活性化させるが, 特に共同化に強い

影響を与える｣ は, 結束型の関係は特に共同化

に影響を与えるとの意味では支持されたといえ

る｡ 先行研究で社内の関係が特に共同化を促進

することから, 結束型のソーシャル・キャピタ

ルが共同化を特に促進すると考察されたものの,

ソーシャル・キャピタルにおける人間関係の範

囲を測定していただけであり, 解釈には注意が

必要であった (向日, 2009)｡ 本稿の結果は,

組織がもたらす結束型ソーシャル・キャピタル
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表 4 組織特性, コントロール変数と知識創造との重回帰分析の結果

共同化 表出化 連結化 内面化 VIF
ソーシャル・キャピタル
一体感 0.239 ** 0.087 * 0.014 0.032 2.505
自由な雰囲気 0.078 ** 0.155 ** 0.151 ** 0.171 ** 2.055
外部変化への対応 0.132 ** 0.085 ** 0.151 ** 0.105 ** 1.943
内部競争 0.018 －0.015 －0.032 －0.031 1.212
ワーク・ライフ・バランス 0.054 * 0.022 0.051 0.013 1.542
コントロール変数
製造・情報 －0.022 －0.058 * －0.030 －0.022 1.134
研究・開発・経理・事務 0.029 －0.015 0.004 －0.031 1.117
従業員数 0.020 0.016 －0.036 －0.033 1.155
勤続年数 －0.048 * －0.037 －0.013 －0.028 1.050
一般的信頼 0.280 ** 0.214 ** 0.199 ** 0.198 ** 1.280
調整済み決定係数 0.376 0.187 0.172 0.154
F 検定量 103.44 ** 40.02 ** 36.27 ** 31.82 **

※ *：p＜0.05, **：p＜0.01
※値は標準回帰係数



の風土が, 特に暗黙知の移転である共同化を促

進している様子を示していることから, 結束型

のソーシャル・キャピタルが特に共同化で有効

であることを裏付けている｡ このことは親密な

関係は暗黙知の移転に不可欠であることを意味

する一方, 連結化や内面化には有効ではないこ

とをも意味している｡

本稿での一体感の尺度は相互援助, 信頼感,

職場の和などの項目から構成されているが, こ

れらは元来日本企業の特徴とされていた組織特

性である｡ このような結束型の関係は共同化で

は非常に効果的であるが, 一方で, 他のプロセ

スでは共同化ほどの効果をもたらさない｡ 日本

型の組織は共同化に対しては有効であるものの,

表出化, 連結化, 内面化に対しては十分な効果

をもたらさない可能性があることを示唆してい

る｡

4.2 自由な雰囲気

自由な雰囲気は, 共同化, 表出化, 連結化,

内面化それぞれに正の影響を与えているが, 共

同化への影響はやや弱くなっている｡ このこと

から ｢仮説 2：組織の自由な雰囲気は, 表出化,

連結化, 内面化を活性化させる｣ はほぼ支持さ

れたといえる｡ 自由な雰囲気がもたらす多様な

関係の下では, 知識の表出, 表出された知識の

連結, 積極的な行動を通しての知識の内面化が

特に促進しているようである｡

4.3 外部変化への対応

外部変化への対応は, 共同化, 表出化, 連結

化, 内面化それぞれに正の影響を与えており,

｢仮説 3：外部変化への対応は, 表出化, 連結

化, 内面化を活性化させる｣ は支持されたが,

仮説で想定していなかった共同化への影響もみ

られた｡ 外部変化への敏感な対応がもたらす多

様な関係と情報の下では, 知識の表出, 表出さ

れた知識の連結, 積極的な行動を通しての知識

の内面化が進むとともに, 共同化による暗黙知

の移転も促進する｡ この結果は, 自由な雰囲気

の結果をも含め, 橋渡し型の関係をもたらす組

織特性は, 知識創造全体を活性化させる傾向が

あることを示している｡

4.4 内部競争

内部での競争は, どの知識創造のプロセスに

も影響を与えていないことから, 成果主義など

がもたらす競争は, 知識創造に対しての効果が

期待できない｡ ｢仮説 4：内部競争は知識創造

全体を抑制する｣ に関しては, 負の影響がみら

れないことから抑制するとまではいえないもの

の, 効果をもたらさないとの意味においては支

持されたと考えられる｡ ただし, 内部競争の尺

度の信頼性が低いことから, この結果は参考程

度に捉える必要がある｡ また, 有意な影響がみ

られないことは, 内部競争が知識創造に有効に

働いている組織と, そうでない組織が存在する

ことを意味し, 内部競争の影響を左右する要因

が存在することを示唆しており, 今後の検証が

期待される｡

内部競争の風土は合理的な橋渡し型の関係を

組織にもたらすと考えられたが, 知識創造への

影響はみられず, 同じ橋渡し型の風土をもたら

す自由な雰囲気や外部変化への対応と異なって

いる｡ このことは単に橋渡し型か結束型かで知

識創造への影響が決まるのではなく, 同じ型の

ソーシャル・キャピタルであってもその特性に

よって影響が変わることをも示唆している｡

4.5 ワーク・ライフ・バランス

ワーク・ライフ・バランスは, 共同化のみに

弱い正の影響を与えており, ｢仮説 5：ワーク・

ライフ・バランスは知識創造全体を活性化させ

る｣ は共同化においてのみ支持された｡ ワーク・

ライフ・バランスは組織へのコミットメントを

高めることが指摘されているが, そのようなコ

ミットメントが社員間の関係を強めることを通

して, 暗黙知の獲得につながっている可能性が

ある｡ ワーク・ライフ・バランスは企業に対す

るコミットメントを高めて結束型の関係をもた

らす側面と, 多様な経験を持った人材を引きよ

せる橋渡し型の側面が想定されたが, ワーク・

ライフ・バランスが共同化のみに影響を与えて

いるとの結果を見る限り, 日本におけるワーク・
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ライフ・バランスは結束型の関係をもたらす側

面が強いと推測される｡ ただ日本では, ワーク・

ライフ・バランスは近年注目され始めた概念で

あり, 多様な経験を持った社員の参加がもたら

す効果はまだ十分に組織に現れていない可能性

があることから, 今後さらなる詳細な検討が必

要と思われる｡

4.6 考察

� 結束型と橋渡し型の影響

以上の結果から, 結束型のソーシャル・キャ

ピタルの組織特性は共同化に強い影響を, 橋渡

し型の組織特性は知識創造全般に一定の影響を

与える傾向が明らかにされ, 知識創造のどのプ

ロセスを重視するかで必要とされる組織特性が

異なることが示された｡ この結果は, 社内関係

を結束型, 社外関係を橋渡し型として捉えた先

行研究 (向日, 2009) の結果とほぼ同様の傾向

を示しており, 先行研究の結果をも含め, 基本

的には結束型は特に共同化に強い影響を, 橋渡

し型は知識創造全般に一定の影響を与える傾向

があると考えられる｡

また本稿の因子分析の結果では, 結束型と橋

渡し型の尺度が独立した次元として抽出されて

いる｡ このことは結束型と橋渡し型が 1つの次

元の反対側に位置するものではなく, 結束型と

橋渡し型が共存しうることを意味している｡ こ

れらから, 一体感を維持しつつも, 自由な雰囲

気と外部変化への対応をはかりつつ, 結束型と

橋渡し型の特徴を組み合わせることで知識創造

のすべてのプロセスを活性化させることが可能

になると考えられる｡

加えて本稿の結果では, 橋渡し型の側面が強

い組織特性のうち, 自由な雰囲気や外部変化へ

の対応では知識創造に有意な影響が確認された

のに対し, 内部競争では有意な影響が確認され

なかった｡ このことは, 同じ橋渡し型の関係に

おいても, その種類によって影響が異なること

をも意味し, かつ内部競争が激しい組織でも組

織により影響が異なる可能性があることを示唆

している｡ つまり, 表面的な関係の強弱だけで

はなく, 関係の形成の背後にある何らかの要因

により, その影響が規定される可能性がある｡

� 日本型組織と欧米型組織

一般にソーシャル・キャピタルや紐帯の議論

において, 元来の日本型の組織は強い紐帯の結

束型, 欧米型の組織は弱い紐帯の橋渡し型と解

釈される (稲葉, 2007)｡ そのように解釈する

ならば, 本稿の結果から, 日本型組織は特に共

同化で大きな効果が期待される一方, 欧米型組

織では知識創造全般で一定の効果が期待される

ものの, 共同化においては日本型組織ほどの効

果は期待できないと考えられる｡ 知識創造の視

点から眺めるならば, バブルの崩壊後, 硬直化

した日本型組織においては, 世の中の変化に柔

軟に対応するために, 表出化, 連結化, 内面化

が活性化することを期待して, 欧米型組織の特

徴を取り入れたと捉えることができる｡ その一

方で, 欧米型への傾倒により元来日本型組織が

持っていた強みである共同化の衰退に気付き,

再び関係の強化に取り組んでいるのが現状と考

えられる｡

また, 橋渡し型の特徴の 1つである内部競争

は知識創造には有効でないため, 内部競争に過

剰な期待をすべきではない｡ バブル崩壊後に欧

米型組織の特徴を取り込む際に, 外部変化への

対応や自由な雰囲気を欠いた形で内部競争のみ

が導入されたために, 元来の欧米型組織が持っ

ていた知識創造全般の活性化の効果が得られな

いケースが生じた可能性もある｡

ただ, 日本の企業においても結束型の関係を

持ちつつ, 柔軟で多様な橋渡し型の関係を持ち

つつ高い知的生産性を上げている組織は数多く

存在している｡ Nonaka and Takeuchi (1995)

らの知識創造の理論では, 一体感とともに自由

な雰囲気を持つことで知識創造を活性化させて

いる企業が数多く紹介されている｡ 一方, 欧米

の優良企業においても結束型と橋渡し型の共存

がみられる｡ たとえば Collins and Porras

(1994) は, アメリカの企業を中心に長期的に

存続, 成長している企業を検証することを通し,

基本的理念の共有による一体感と, 理念以外の

点では積極的に進歩や変化を促すことが重要で
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あると述べており, このような会社をビジョナ

リーカンパニーと呼んでいる｡ このことはアメ

リカの優良企業でも, 柔軟性の高い多様な関係

だけではなく, 同質性の高い強固な関係もしっ

かりと組織に組み込んでいることを示している｡

これらのことからも, 結束型と橋渡し型の共存

が重要と考えられる｡

5. インタビュー調査による検証

5.1 インタビューの概要

上記の考察から, 結束型と橋渡し型を共存さ

せることを通して知識創造を活性化させる可能

性について, また関係形成の背後にある要因に

ついて, インタビューに基づく事例を通して検

証する｡ インタビューの対象として ｢未来工業

株式会社｣ を選定し, 2008 年 8 月 27 日に, 総

務部に対してインタビューを実施した｡ 未来工

業はスイッチボックス等電気設備資材の生産を

中心とし, 1965 年設立, 本社は岐阜県, 名証 2

部上場, 従業員数約 775 名 (2010 年 3 月 20 日

現在) の企業である｡ 未来工業の特徴として,

終身雇用, 年功給, 社員の自主性の尊重, 年間

140 日を超える休暇, 残業なしの 1日 7時間 15

分労働, 徹底的な顧客のニーズの吸い上げ, 製

品開発力, 高経常利益率等が挙げられる (朝日

新聞, 2006；坂本, 2010)｡ これらの特徴は,

本稿で取り扱う変数と共通点が多く, かつ高い

知的生産性を上げていることから, 未来工業を

事例の対象とした｡

5.2 インタビューの結果

� 一体感

経営者は ｢顧客を感動させる｣ との理念を掲

げ, そのために ｢社員を感動させる｣ 職場作り

に取り組んでいる｡ 具体的には経営者が性善説

に立ち, 社員が経営側の取り組みに応答してく

れると信頼し, 労働時間の短縮, 充実した休暇

制度を率先して導入し, また日本的経営の特徴

である終身雇用, 年功序列を維持している｡

このような環境の下, 社員は会社に対し高い

コミットメントを示すようになっている｡ また,

現場では同僚が休暇をとる際に仕事のやりくり

の仕組みを自発的に考案するなど, 自発的な相

互援助が行われている｡

� 自由な雰囲気

｢常に考える！｣ を社是とし, 社是に関連す

る看板を社内のあらゆるところに掲げ, 考える

意識を植え付けている｡ そして ｢ホウレンソウ

(報告, 連絡, 相談)｣ を禁止し, 社員に判断を

一任しており, 社員の自発的な発想と提案を大

切にしている｡ さらに社員旅行の企画の社員へ

の一任, 多様な, また長期の休暇の導入など,

公私において社員の自由を尊重した風土を持っ

ている｡

� 外部変化への対応

営業担当者は顧客とのコミュニケーションを

重視しており, 顧客との会話を通して製品への

ニーズを引き出している｡ また上記のようにホ

ウレンソウが禁止されていることから, 社員は

顧客が必要なものを現場の判断で開発すること

が可能となっている｡ このような顧客のニーズ

のくみ上げと現場への権限移譲が, 素早い外部

変化への対応, そして高い製品開発力につながっ

ている｡

� 内部競争

先述のように年功給制度や終身雇用制度を導

入し, 希望すれば 70 歳まで勤務できる制度を

設けており, 成果主義と正反対の人事制度を導

入している｡ この背後には, 先述した社員の応

答に対する信頼がある｡

� ワーク・ライフ・バランス

年間 140 日を超える休日, 1 日 7 時間 15 分

の勤務時間, 残業禁止, 産休や育休など多様な

休暇制度を通し, 社員の私生活の充実を支援し

ている｡ このような取り組みの背後に, 会社に

対して愛着を持ってもらうとの期待, また会社

の外に接することで多様な情報を持った人間に

なり, そのような社員が新たな価値を作り出す

との期待がある｡
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5.3 考察

� 結束型と橋渡し型の共存のプロセス

未来工業の様々な取り組みには, 経営者の

｢顧客を感動させる｣ との理念の存在が大きな

役割を果たしていると考えられる｡ ｢顧客を感

動させる｣ ためには ｢社員を感動させる｣ こと

が重要であり, そのために経営者は社員を信頼

して終身雇用, 年功序列の維持や, ワーク・ラ

イフ・バランスの充実に取り組んでいる｡ この

ような環境から生じる強いコミットメント, つ

まり結束型のソーシャル・キャピタルの風土の

下で, 共同化のプロセスが活性化している可能

性がある｡

加えて社員への信頼が社員への権限移譲を促

進しており, 社員の自由な行動を認め, 多様性

を許容することで, 橋渡し型の風土をもたらし

ている｡ さらに ｢顧客を感動させる｣ ことが,

多様な顧客の声を聞くとの, 橋渡し型の風土の

形成につながっている｡ そしてこのような多様

性を許容する橋渡し型の組織風土の下で, 共同

化, 表出化, 連結化, 内面化が活性化している

と考えられる｡

以上のように, 未来工業は結束型と橋渡し型,

双方の特性を持った組織であるが, その背後に

は ｢顧客を感動させる｣ との ｢外部志向の理念｣

が存在している｡ そして外部志向の理念が, 経

営者の社員への信頼が生み出した関係の上で共

有されることで, 結束型の関係が強まるととも

に, 橋渡し型の関係が育ったと考えられる｡ こ

れらのプロセスを図 1に示す｡

� 外部志向の理念の共有

野中・紺野 (2003) は, 暗黙知として, 想い,

信念, 視点などを含めている｡ 上記の外部志向

の理念は一種の価値観であり, このような理念

は言語化されているものの, その言葉とともに

言葉では表現し難い, 想い, 信念, 視点なども

付随している｡ そのため外部志向の理念は暗黙

知的な側面が強いと考えられ, それらを共有す

るには結束型のソーシャル・キャピタルが前提

として必要と考えられる｡ 未来工業を見る限り

は, このようなソーシャル・キャピタルの形成

に, 経営者の社員への信頼が影響を与えている

ように伺える｡ つまり経営者の社員への信頼に

基づいた初期の結束型ソーシャル・キャピタル

の上に外部志向の理念が浸透するに従い, より

結束型の関係が強化されるとともに, 橋渡し型

の関係が形成されていくと推測される｡ そして

それらが組み合わさった関係の上で, 製品やサー

ビスに関する様々な知識が共有, 創造されると

考えられる｡

外部志向の理念を暗黙知と捉えるならば, こ

の理念は製品やサービス等に関する具体的な知

識の共有のために必要な知識と解釈できるが,

このような知識共有のための知識はメタナレッ

ジとも呼ばれる (白石, 2003)｡ また仕事の進

め方や価値観に関する知識に焦点を当てた概念

としては, 取引関係における規範, 態度, 意思
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図 1 未来工業の事例による結束型と橋渡し型の共存プロセス
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決定の方法などの中に存在する密着型知識

(embedded knowledge) の概念や (Badaracc

o, 1991), 共同作業を円滑に進めるために必

要な, 仕事の手続き, 人間関係, チームメンバー

などに関する知識であるメンタルモデルの概念

などがある (Cannon-Bowers et al., 1993)｡

このような関連研究を踏まえて外部志向に関す

る知識の創造と共有のプロセスをより深く検討

することで, 知識創造の根源的な規定要因が明

らかにされることが期待される｡

6. おわりに

本稿のデータ分析から, 特に結束型のソーシャ

ル・キャピタルの組織特性は共同化に強い影響

を, 橋渡し型の組織特性は知識創造全般に一定

の影響を与える傾向が明らかにされ, 知識創造

のどのプロセスを重視するかで必要とされる組

織特性が異なることが示された｡ また, 事例の

分析から, 結束型と橋渡し型の共存を実現する

ためには, ｢外部志向の理念｣ を共有すること

が重要であることが示された｡

本稿のこれらの結果は, いくつかの研究課題

を提示している｡

1 つめは, 関係の中に流れる情報, 知識, 価

値の差異による影響の検討である｡ データ分析

の結果, 橋渡し型と思われる組織特性の次元が

複数抽出され, それらの組織特性ごとに知識創

造にもたらす影響が異なっていた｡ また, 未来

工業の事例から結束型と橋渡し型のソーシャル・

キャピタルの共存による知識創造の活性化には,

外部志向の理念が初期の結束型の関係を通して

共有されることが必要であると考えられたが,

このことは, 初期の結束型の関係に流れる価値

観によっては, その後の知識創造の活性度が異

なる可能性を暗示している｡ そのため, 関係形

成の目的や, 関係に流れる情報, 知識, 価値の

差異が知識創造に与える影響について検証する

ことが期待される｡

2 つめは知識創造を活性化させるための前提

となる知識の浸透プロセスの解明である｡ 上述

の通り, 事例から結束型と橋渡し型の共存には,

外部志向の理念が共有されていることが必要で

あることが示された｡ しかし, これは 1つの事

例のみから得られた考察であり, 今後, データ

分析や他の事例を含めた検証が期待される｡

今後, 上記の課題が明らかにされることを通

して, 知識創造のプロセスの根源におけるソー

シャル・キャピタルの役割が明らかにされるこ

とが期待される｡
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